連携事例提出フォーマット
１．ホームページに掲載する項目
以下の項目については、原則として、記載頂いた情報そのままを掲載します（文責は情報提供者に帰属します）。
	事業名
	

	実施者
	

	実施内容
	※連携事例の基準に挙げられている各事項について、どのように満たしているかが分かるようご記載願います。その際、特に工夫した点、苦労した点もご記載ください。
※連携するにあたって実施者それぞれがどのような役割を果たすのかが明らかになるよう記載ください。

	ＵＲＬ
	

	問い合わせ先
	所属
	

	
	担当者
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	


２．ホームページに掲載しない項目
以下の項目は、復興庁において基準への適合を確認する等のために、記載をお願いするものであり、ホームページへの掲載はしません。
	基準への適合
	基準
	適合理由

	
	一　連携事例の内容に関する基準
	

	
	
	ア　三者以上が連携することによって、東日本大震災からの復興の加速に寄与したもの、または、寄与する見込みであるものであること。
	

	
	
	イ　連携事例が、その対象とする範囲において多くの住民に裨益するものであること。
	

	
	
	ウ　連携事例において、その対象とする範囲の住民の意向を十分に反映できるように配慮がなされていること。
	

	
	
	エ　東日本大震災からの復興への寄与の度合いに比して、連携事例を実施する者の過度の利益が図られる恐れがないこと。
	

	
	二　連携事例を実施する者に関する基準
※実施者について、以下の分類の該当する行の右欄にそれぞれ記載してください
	

	
	
	行政機関等
	

	
	
	企業
	

	
	
	ボランティア団体・支援団体
	

	
	
	住民組織（ＰＴＡや自治会等）
	

	
	三　連携事例の進め方に関する基準
	

	
	
	連携事例の実施にあっては、実施する者が協働して目標設定や行動計画の策定を行い、責任を分かち合うプロセス（マルチ・ステークホルダー・プロセス）により進められていること、又はその見込みがあること。
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